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歯科特殊健診の実施状況に関する質問紙調査 
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事業者は、有害な業務で政令で定めるものに従事する労働者に対し、厚生労働省令で定める

ところにより、歯科医師による健康診断を実施することが義務づけられている。しかし、令

和元年度（2019 年度）に一部地域の事業場を対象として歯科特殊健診の実施状況について

自主点検を行った結果からは、酸等の取り扱い業務のある事業場のうち、歯科特殊健診を実

施したと回答した事業場は 31.5％にとどまっていたことがわかっている。 
労働安全衛生規則の改正により、2022 年 10 月１日からは常時使用する労働者の数にか

かわらず、すべての事業場に歯科特殊健診の結果を労働基準監督署長に報告することが義

務づけられることになった。今後、常時使用する労働者数が 50 人未満の事業場を中心に歯

科特殊健診を実施する事業場が増加することが予想され、有害業務の実態を把握し、作業環

境管理・作業管理における課題と対策について分析を行い、歯科特殊健診と事後措置の適切

な実施に関する事例収集を行うことが喫緊の課題となっている。そのため、本研究では、都

道府県歯科医師会および一部郡市区歯科医師会を対象に歯科特殊健診の実施に関する質問

紙調査を行った。 
質問紙調査の結果、都道府県歯科医師会や郡市区歯科医師会に対して、事業場から歯科特

殊健診の実施に関する問い合わせが増加していることがわかった。今まで歯科特殊健診の

結果を労働基準監督署長に報告する義務がなかった小規模事業場を中心に、今後は歯科医

師会に対して歯科特殊健診の依頼が増加する可能性が考えられる。小規模事業場の歯科特

殊健診に関しては、有所見率や作業管理・作業環境管理の実態等も含めて未知の部分が多く、

都道府県歯科医師会・郡市区歯科医師会が各事業場における歯科特殊健診を確実に実施で

きる体制を早急に整備し、小規模事業場の歯科特殊健診結果も早期に把握する必要性が考

えられた。 
 また、歯科医師会からの要望として、「歯科特殊健診は法定であり、全国的に統一した

方法や診断基準で実施されるべきである」という旨の意見があげられており、歯科特殊健診

のマニュアルや健診票、教育ツールに関して全国共通のものを準備し、歯科特殊健診の実施

内容の均てん化を図ることも検討すべきである。 
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A．研究目的 
事業者は、有害な業務で政令で定めるも

のに従事する労働者に対し、厚生労働省令

で定めるところにより、歯科医師による健

康診断（以下、歯科特殊健診）を実施するこ

とが義務づけられている（労働安全衛生法

第 66 条第 3 項、労働安全衛生法施行令第

22 条第 3 項、労働安全衛生規則第 48 条）
1）。 

しかし、令和 2 年（2020 年）12 月に厚

生労働省から都道府県労働局に発出された

「有害な業務における歯科医師による健康

診断等の実施の徹底について」によれば、令

和元年度に一部地域の事業場を対象として

歯科特殊健診の実施状況について自主点検

を行ったところ、酸等の取り扱い業務のあ

る事業場のうち、歯科特殊健診を実施した

と回答した事業場は 31.5％にとどまって

いたことがわかっている 2）。特にこの自主

点検の結果に関しては、常時 50 人以上の

労働者を使用する事業場において歯科特殊

健診を実施したと回答した事業場の割合が

55.6％であり、常時 50 人未満の労働者を

使用する事業場では 22.5％とさらに低い

傾向が見られたことが報告された。また、酸

等の取扱い業務があると回答した事業場の

業種は、化学工業、窯業・土石製品製造 業、

非金属製品製造業等の割合が高い傾向にあ

ったとされている。 
従来、歯科特殊健診の結果を労働基準監

督署長へ報告することが義務づけられてい

たのは、歯やその支持組織に有害な業務が

あり常時使用する労働者が 50 人以上の事

業所のみであったが、労働安全衛生規則の

改正により、2022 年 10 月１日からは常時

使用する労働者の数にかかわらず、すべて

の事業場に報告が義務づけられることにな

った 3-5）。厚生労働省 都道府県労働局、労

働基準監督署からも「事業者は、労働安全衛

生法第 66 条第３項に基づき、歯等に有害な

業務に従事する労働者に対して、歯科医師

による健康診断を実施し、その結果を所轄

労働基準監督署長へ報告しなければならな

い」ことがリーフレット等で周知されてい

る 6、7）。 
今後、常時使用する労働者数が 50 人未満

の事業場を中心に歯科特殊健診を実施する

事業場が増加することが予想され、また、労

働者の働き方の多様化や急速な技術革新の

進展などにより事業場を取り巻く環境が大

きく変化していることから、有害業務の実

態を把握し、作業環境管理・作業管理におけ

る課題と対策について分析を行い、歯科特

殊健診と事後措置の適切な実施に関する事

例収集を行うことが喫緊の課題となってい

る。 
本研究では、日本歯科医師会、各都道府県

歯科医師会、および一部の郡市区歯科医師

会の協力を得て、上記の課題への対応を検

討するための事前調査を行うことを目的と

した。 
 
 
B．研究方法 
1．対象 
各都道府県⻭科医師会、および一部の郡

市区歯科医師会（令和 3 年度厚生労働科学

研究「職場での歯科口腔保健を推進するた

めの調査研究」の調査で対象となった郡市

区歯科医師会）に調査への協力を依頼した。 
 
2．調査の実施 
研究責任者、本研究を担当する研究分担

者、および日本歯科医師会の研究協力者間

で複数回打ち合わせを行い、質問紙を作成

した（別紙 1）。その後、各都道府県歯科医

師会および一部郡市区歯科医師会に質問紙

を郵送し、本調査への協力を依頼した。回答

は郵送または電子メールにて回収した。 
また、事業について報告書等がまとまっ

ている場合、可能であればその写し等の提

出をいただき、関連資料として情報を収集

することとした。調査時期は 2022 年 11 月
から 2023 年 3 月である。なお、本研究の

実施に際し、東京歯科大学倫理審査委員会

の承認を得た（承認番号 1129）。 
 
3．調査内容 
調査内容は、1）当該歯科医師会で歯科特

殊健診を担当している会社数、事業場数、職

種、従業員規模、2）産業医学研修会の修了

者数、労働衛生コンサルタント数、3）歯科

特殊健診を依頼できる歯科医師数、4）歯科

特殊健診のマニュアルや問診票、研修会の

有無、5）歯科特殊健診の実態形態、6）職

場巡視について、7）歯の酸蝕症の診断基準
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について、8）歯科特殊健診後の事後措置に

ついて、9）労働基準監督署や保健所などと

の連携について、等であった。 
 
 
C.研究結果 
 47 都道府県からの回答の集計結果を別

紙 2 に、39 郡市区歯科医師会からの回答の

集計結果を別紙 3 に示す。 
1．歯科医師会における歯科特殊健診の実施

または実施予定 
47 都道府県のうち歯科特殊健診の実施

または実施予定があるのは 27 歯科医師会

（57.4％）であり、39 郡市区歯科医師会の

うち歯科特殊健診の実施または実施予定が

あるのは 19 歯科医師会（48.7％）であった。

なお、以下の設問 2～19 までの回答につい

ては、歯科特殊健診の実施または実施予定

のある歯科医師会を対象としている。 
 
2．歯科医師会で歯科特殊健診を担当してい

る事業場の把握状況 
 都道府県歯科医師会で歯科特殊健診の実

施または実施予定がある 27 歯科医師会の

うち、歯科特殊健診を実施している事業場

を「歯科医師会として一部把握している」が

21 歯科医師会（77.8％）と最も多く、「歯科

医師会として全く把握していない」と「歯科

医師会として全て把握している」がそれぞ

れ 3 歯科医師会（11.1％）であった。 
 郡市区歯科医師会で歯科特殊健診の実施

または実施予定がある 27 歯科医師会のう

ち、歯科特殊健診を実施している事業場を

「歯科医師会として一部把握している」が

16 歯科医師会（84.2％）と最も多く、「歯科

医師会として全く把握していない」が 2 歯

科医師会（10.5％）、「歯科医師会として全て

把握している」が 1 歯科医師会（5.3％）で

あった。 
 
3．歯科医師会として把握している事業場数 
都道府県歯科医師会が歯科特殊健診を実

施している事業場を「歯科医師会として全

て把握している」または「歯科医師会として

一部把握している」と回答した 24 歯科医師

会において、把握している事業場数は最大

85 事業場、最小 1 事業場、中央値では 15.5
事業場であった。なお、事業場数の無回答は

除外して算出した。 
郡市区歯科医師会が歯科特殊健診を実施

している事業場を「歯科医師会として全て

把握している」または「歯科医師会として一

部把握している」と回答した 16 歯科医師会

において、把握している事業場数は最大 30
事業場、最小 1 事業場、中央値では 3 事業

場であった。なお、事業場数の無回答は除外

して算出した。 
 
4．歯科医師会で担当している事業場の規模

別の内訳（複数回答） 
都道府県歯科医師会では、「従業員数 50

名以上の事業場」を担当していると回答し

たのが 14 歯科医師会（51.9％）、「従業員 50
名未満の事業場」を担当していると回答し

たのも 14 歯科医師会（51.9％）、「規模がわ

からない事業場」を担当していると回答し

たのが 16 歯科医師会（59.3％）であった。 
郡市区歯科医師会では、「従業員数 50 名

以上の事業場」を担当していると回答した

のが 7 歯科医師会（36.8％）、「従業員 50 名

未満の事業場」を担当していると回答した

のが 7 歯科医師会（36.8％）、「規模がわか

らない事業場」を担当していると回答した

のも 7 歯科医師会（36.8％）であった。 
 
5．歯科医師会で、歯科特殊健診を担当して

いる事業場の業種（複数回答） 
都道府県歯科医師会が歯科特殊健診を担

当している業種について、製造業を担当し

ている歯科医師会が最も多く（23 歯科医師

会、85.2％）、次いで電気・ガス・熱供給・

水道業（11 歯科医師会、40.7％）、鉱業・採

石業・砂利採取業と建設業（6 歯科医師会、

22.2％）の順に多かった。 
 郡市区歯科医師会が歯科特殊健診を担当

している業種についても、製造業を担当し

ている歯科医師会が最も多く（16 歯科医師

会、84.2％）、次いで電気・ガス・熱供給・

水道業（4 歯科医師会、21.1％）、鉱業・採

石業・砂利採取業（3 歯科医師会、15.8％）

の順であった。 
 
6．歯科医師会で担当している事業場で使わ

れている有害物質（複数回答） 
 都道府県歯科医師会が歯科特殊健診を担

当している事業場で使われている有害物質
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で、最も多かったのは硫酸（24 歯科医師会、

88.9％）、次いで塩酸（22 歯科医師会、

81.5％）、硝酸（21 歯科医師会、77.8％）の

順であった。 
郡市区歯科医師会が歯科特殊健診を担当

している事業場で使われている有害物質で、

最も多かったのは硫酸（13 歯科医師会、

68.4％）、次いで塩酸（12 歯科医師会、

63.2％）、硝酸（11 歯科医師会、57.9％）の

順であった。 
 
7．歯科医師会の会員で、日本歯科医師会主

催の産業歯科医研修会の修了者数 
都道府県歯科医師会のうち、日本歯科医

師会主催の産業歯科医研修会の修了者数が

最も多かった歯科医師会では 584 名であり、

最も少なかった歯科医師会では 13 名、中央

値は 170 名であった。ただし、「不明・把握

していない」と回答した 4 歯科医師会は算

出から除外している。 
郡市区歯科医師会のうち、日本歯科医師

会主催の産業歯科医研修会の修了者数が最

も多かった歯科医師会では 28 名であり、最

も少なかった歯科医師会では 2 名、中央値

は 14 名であった。ただし、「不明・把握し

ていない」と回答した 8 歯科医師会、無回

答の 2 歯科医師会は算出から除外している。 
 
8．歯科医師会の会員で、日本歯科医師会主

催の産業医学講習会の修了者数 
都道府県歯科医師会のうち、日本歯科医

師会主催の産業医学講習会の修了者数が最

も多かった歯科医師会では 163 名であり、

最も少なかった歯科医師会では 0 名、中央

値は 12 名であった。ただし、「不明・把握

していない」と回答した 8 歯科医師会、無

回答の 2 歯科医師会は算出から除外してい

る。 
郡市区歯科医師会のうち、日本歯科医師

会主催の産業医学講習会の修了者数が最も

多かった歯科医師会では 14 名であり、最も

少なかった歯科医師会では 0 名、中央値は

1 名であった。ただし、「不明・把握してい

ない」と回答した 11 歯科医師会、無回答の

3 歯科医師会は算出から除外している。 
 
9．歯科医師会の会員で、労働衛生コンサル

タント数 

都道府県歯科医師会のうち、労働衛生コ

ンサルタントの数が最も多かった歯科医師

会では 24 名であり、最も少なかった歯科医

師会では 0 名、中央値は 2.5 名であった。

ただし、「不明・把握していない」と回答し

た 5 歯科医師会、無回答の 2 歯科医師会は

算出から除外している。 
郡市区歯科医師会のうち、労働衛生コン

サルタントの数が最も多かった歯科医師会

では 1 名であり、最も少なかった歯科医師

会では 0 名、中央値は 0 名であった。ただ

し、「不明・把握していない」と回答した 11
歯科医師会、無回答の 2 歯科医師会は算出

から除外している。 
 
10．貴歯科医師会の会員から歯科特殊健診

を依頼できる歯科医師 
都道府県歯科医師会のうち、会員の中か

ら歯科特殊健診を依頼できる歯科医師がい

る歯科医師会は 27 歯科医師会（100％）で

あった。依頼できる歯科医師数が最も多い

歯科医師会では 560 名、最も少ない歯科医

師会では 4 名、中央値は 61 名であった。た

だし、「不明・把握していない」と回答した

6 歯科医師会、無回答の 4 歯科医師会は算

出から除外している。 
郡市区歯科医師会のうち、会員の中から

歯科特殊健診を依頼できる歯科医師がいる

歯科医師会は 17 歯科医師会(89.5％)であっ

た。依頼できる歯科医師数が最も多い歯科

医師会では 100 名、最も少ない歯科医師会

では 1 名、中央値は 9 名であった。ただし、

「不明・把握していない」と回答した 2 歯

科医師会、無回答の 3 歯科医師会は算出か

ら除外している。 
 
11．歯科医師会に歯科特殊健診用のマニュ

アルがあるか 
都道府県歯科医師会で歯科特殊健診用の

マニュアルがあるのは 16 歯科医師会

（59.3％）、郡市区歯科医師会で歯科特殊健

診用のマニュアルがあるのは 5 歯科医師会

（26.3％）であった。 
 
12．歯科医師会として都道府県歯科医師会

作成の歯科特殊健診用問診票を使用してい

るか 
都道府県歯科医師会において、都道府県
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歯科医師会作成の歯科特殊健診用問診票を

使用しているのは 23 歯科医師会（85.2％）

であり、郡市区歯科医師会で都道府県歯科

医師会作成の歯科特殊健診用問診票を使用

しているのは 13 歯科医師会（68.4％）であ

った。 
 
13．歯科医師会で歯科特殊健診の報酬や申

込み方法等についての資料(パンフレット

等)を準備しているか 
都道府県歯科医師会で歯科特殊健診の報

酬や申込み方法等についての資料（パンフ

レット等）を準備しているのは 11 歯科医師

会（40.7％）、郡市区歯科医師会で歯科特殊

健診の報酬や申込み方法等についての資料

（パンフレット等）を準備しているのは 3
歯科医師会（15.8％）であった。 
  
14．歯科医師会に歯科特殊健診に関する照

会が来たときには、誰がどのように対応し

ているか 
都道府県歯科医師会で歯科特殊健診に関

する紹介が来たとき、制度や一般的な実施

内容についての照会の場合は事務局対応、

具体的な個別事例についての照会の場合は

担当役員が対応していることが多かった。 
郡市区歯科医師会で歯科特殊健診に関す

る紹介が来たとき、制度や一般的な実施内

容についての照会、具体的な個別事例につ

いての照会のいずれも事務局が対応してい

ることが多かった。 
 
15．歯科医師会で歯科特殊健診に関する研

修会を主催または共催しているか 
都道府県歯科医師会において、歯科特殊

健診に関する研究会を主催または共催して

いるのは 13 歯科医師会であり、そのうち事

業場での研修を含むのは 2 歯科医師会

（7.4％）、事業場での研修を含まないのは

11 歯科医師会（40.7％）であった。 
郡市区歯科医師会において、歯科特殊健

診に関する研究会を主催または共催してい

るのは 1 歯科医師会であり、事業場での研

修を含まない形式での実施であった

（5.3％）。 
 
16．歯科医師会で特殊健診を実施するにあ

たり、留意していること（複数回答） 

 都道府県歯科医師会において、歯科特殊

健診を実施するにあたって留意している事

項は「特殊健診対象者の業務内容の聞き取

り」が最も多く（22 歯科医師会、81.5％）、

次いで「特殊健診対象者の生活習慣・環境の

聞き取り」と「特殊健診対象者の手袋、マス

ク等の保護具の使用状況の把握」（いずれも

17 歯科医師会、63．0％）、「事業所の作業

環境管理（局所排気装置の状況等）」（16 歯

科医師会、59.3％）であった。それらと比べ

ると、「職場巡視の実施」は少なかった（12
歯科医師会、44.4％） 
 郡市区歯科医師会において、歯科特殊健

診を実施するにあたって留意している事項

は「特殊健診対象者の業務内容の聞き取り」

が最も多く（14 歯科医師会、73.7％）、次い

で「特殊健診対象者の生活習慣・環境の聞き

取り」と「特殊健診対象者の手袋、マスク等

の保護具の使用状況の把握」、「事業所の作

業環境管理（局所排気装置の状況等）」（い

ずれも 11 歯科医師会、57.9％）であった。

それらと比べると、「職場巡視の実施」は少

なかった（6 歯科医師会、31.6％）。 
 
17．歯科特殊健診を行った際の有所見率（本

調査では、疑い、軽度も含めて）はどの程度

と考えているか 
 都道府県歯科医師会では、歯科特殊健診

を行った際の有所見率について「ほとんど

ない（1％未満）」と考えていたのが 25 歯科

医師会（92.6％）、「1～5％未満」と考えてい

たのが 1 歯科医師会（3.7％）、無回答が 1
歯科医師会（3.7％）であった。 
 郡市区歯科医師会では、歯科特殊健診を

行った際の有所見率について「ほとんどな

い（1％未満）」と考えていたのが 14 歯科医

師会（73.7％）、「1～5％未満」と考えていた

のが 1 歯科医師会（5.3％）、「10～20％未満」

と考えていたのが 1 歯科医師会（5.3％）、

無回答が 3 歯科医師会（15.8％）であった。 
 
18．歯の酸蝕症の健診を依頼された場合、

日本歯科医師会監修の「歯科医のための産

業保健入門」第 7 版または第 8 版に掲載さ

れている「歯の酸蝕症」の診断基準で行って

いるか 
 都道府県歯科医師会において、この基準

通りに行っているのは 23 歯科医師会
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（85.2％）、この基準の表現を一部修正して

行っているのは 3 歯科医師会（11.1％）、別

の基準で行っているのは 1 歯科医師会

（3.7％）であった。 
 郡市区歯科医師会において、この基準通

りに行っているのは 18 歯科医師会

（94.7％）、別の基準で行っているのは 1 歯

科医師会（5.3％）であった。 
 
19．歯科特殊健診後の事後措置について、

留意されている点 
 都道府県歯科医師会では、特に 1)疑いの

ある者や有所見者があった場合の対応、2)
事業場への結果の報告。3）三管理を含む報

告書の作成、等に関する記載が多く見られ

ていた。 
 郡市区歯科医師会では、1）有所見者があ

った場合の対応や追跡、2）歯科特殊健診の

重要性、等が記載されていた。 
 
20．公的機関と何でも相談できる関係にあ

るか 
 都道府県歯科医師会において、公的機関

と何でも相談できる割合は 1）都道府県労

働局では 21 歯科医師会（44.7％）、2）労働

基準監督署は 13 歯科医師会（27.7％）、3）
産業保健総合支援センターは 26 歯科医師

会（55.3％）、4）地域産業保健センターは 13
歯科医師会（27.7％）、5）保健所は 30 歯科

医師会（63.8％）であった。 
 郡市区歯科医師会では、1）都道府県労働

局では 9 歯科医師会（23.1％）、2）労働基

準監督署は 11 歯科医師会（28.2％）、3）産

業保健総合支援センターは 6 歯科医師会

（15.4％）、4）地域産業保健センターは 8 歯

科医師会（20.5％）、5）保健所は 37 歯科医

師会（94.9％）であった。 
 
21．歯科特殊健診を実施する際に気になっ

ていること、困っていること、意見等 
1）都道府県歯科医師会 

2022 年 10 月からの労働安全衛生規則の

改正で常時使用する労働者数に関わらず労

働基準監督署長に報告することが義務づけ

られたため、歯科特殊健診の依頼が増加し

ていることが記載されていた。そのため、都

道府県歯科医師会で労働局や関連機関、事

業所や郡市区歯科医師会、産業歯科医で情

報共有しながら、対応できる環境整備を進

めているという意見が見られている。また、

都道府県歯科医師会では歯科特殊健診のマ

ニュアルや健診票を作成する等、歯科特殊

健診を行う歯科医師の資質向上や、診査方

法、および診断基準の統一化に努めている

ことが理解できた。 
さらに、歯科特殊健診は法定であること

から、日本全国どこでも同等な歯科特殊健

診が実施できるように、全国で統一したシ

ステムでマニュアル（評価項目や費用を含

む）や健診票が作成されるべきであるとい

う要望があった。歯科特殊健診に関わる歯

科医師の育成のため、動画等で実際の症例

や注意点が学べる教材や、職場巡視に関す

る詳細な資料なども提供してほしいという

要望も見られている。 
 
2）郡市区歯科医師会 
 現在は事業場からの歯科特殊健診の依頼

に対応できる歯科医師が少ない歯科医師会

もあるが、歯科特殊健診の依頼が増加する

のに対応できるように、体制を整備する予

定であることが記載されていた。また、歯科

特殊健診の基準（診断基準や費用等を含む）

がバラバラになるのではないかと危惧する

意見も見られており、歯科特殊健診の健診

票や問診票は全国共通の様式を提供してほ

しいという要望があった。 
 
 
D.考察 
1．歯科医師会における歯科特殊健診の実施

または実施予定について 
 本研究結果からは、都道府県歯科医師会・

郡市区歯科医師会ともに、歯科特殊健診の

実施または実施予定が必ずしもあるわけで

はないことがわかった。その理由のひとつ

として、事業場数や事業所の規模、業種等は

地域によって偏りがあることがあげられる
8、9）。そのために、歯科特殊健診の実施また

は実施予定がある歯科医師会にも地域差が

見られた可能性が考えられる。 
 また、事業者からの歯科特殊健診の依頼

に対しては、都道府県歯科医師会が主体と

なって対応していることが多かったが、都

道府県によっては郡市区歯科医師会が主体

となっている場合もあり、都道府県歯科医
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師会と郡市区歯科医師会の補完的な関係が

歯科特殊健診の実施または実施予定の結果

に影響を及ぼした可能性も考えられる。 
さらに、歯科特殊健診は事業者から歯科

医師会経由で依頼がなされずに、事業者か

ら歯科特殊健診実施の実績がある歯科医師

に直接依頼される場合も多いと言われてい

る。そのため、歯科医師会で歯科特殊健診を

実施していない可能性も考えられる。 
つぎに、以前は歯またはその支持組織に

有害な業務があって、常時 50 人以上の労働

者を使用する事業場のみが歯科特殊健診の

結果を所轄労働基準監督署長へ定期健康診

断の様式で報告しなければならないことに

なっていたが、2023 年 10 月からは常時使

用する労働者数にかかわらず所轄労働基準

監督署長に「有害な業務に係る歯科健康診

断結果報告書」を用いて報告することにな

った 3-5）。 
本調査の結果を見ると、都道府県歯科医

師会・郡市区歯科医師会には歯科特殊健診

に関する事業場からの問い合わせが増加し

ているとのことであり、都道府県労働局や

都道府県歯科医師会等の広報活動等により、

小規模事業場を中心に歯科特殊健診の実施

や労働基準監督署長への結果の報告義務に

関する周知が進んでいるようである 3-7）。そ

のため、今後は歯科特殊健診に関する広報

がより進むにつれて、今まで労働基準監督

署長に歯科特殊健診結果の報告義務がなか

った常時 50 人未満の小規模事業場を中心

に、歯科医師会への歯科特殊健診の依頼が

増加する可能性が考えられる。それに対し

て、歯科特殊健診の実施または実施予定が

ある歯科医師会の多くは、事業者からの歯

科特殊健診の依頼に対応できるように、関

係する公的機関との連携を図る等、歯科特

殊健診を円滑に実施するための環境を整備

しつつあることも理解できた。 
 なお、小規模事業場の安全衛生管理につ

いては大規模事業場に比べて整備されてい

ないことが多いと言われており 10、11）、歯科

特殊健診の結果についても公表されたこと

がほとんどない。本調査で歯科医師会の担

当者に回答してもらった歯科特殊健診を行

った際の有所見率も、常時 50 人以上の労働

者を使用する事業場の結果であると推定さ

れる。そのため、小規模事業場の歯科特殊健

診に関しては、有所見率や作業管理・作業環

境管理の実態等も含めて未知の部分が多い。

都道府県歯科医師会・郡市区歯科医師会が

各事業場における歯科特殊健診を確実に実

施できる体制を早急に整備し、小規模事業

場の歯科特殊健診結果も早期に把握する必

要性が考えられた。その際、職域における健

康管理が行き届きにくいとされる非正規雇

用労働者 12、13）に関しても、状況把握が必

要であろう。 
 
2．歯科医師会からの要望や意見について 
歯科特殊健診の実施または実施予定があ

る都道府県歯科医師会では、その多くが歯

科特殊健診のマニュアルや健診票を作成し、

都道府県単位で診査方法や診断基準の統一

化を行いながら、歯科特殊健診を行う歯科

医師の育成や資質向上にも努めていること

が理解できた。しかし、都道府県歯科医師

会・郡市区歯科医師会からの要望として、

「歯科特殊健診は法定であることから、日

本全国どこでも同等な歯科特殊健診が実施

できるように、全国で統一したシステムで

マニュアル（評価項目や費用を含む）や健診

票が作成されるべきである」という旨の意

見も見られていた。 
現状、歯科特殊健診のマニュアルや健診

票は都道府県歯科医師会で作成されること

が多く、都道府県単位である程度の統一は

見られているものの、全国的に統一されて

いるわけではない。特に歯科特殊健診のマ

ニュアルや健診票を作成していない都道府

県では、今後の歯科特殊健診に関わる歯科

医師の育成・資質向上を行う体制を整備す

るにも、相当な準備期間を要する可能性が

考えられる。 
全国的に統一した方法や診断基準で歯科

特殊健診を実施するためには、歯科特殊健

診のマニュアルや健診票に関しては全国共

通のものを準備して、歯科特殊健診の実施

内容の均てん化を図り、症例の画像などを

含む教育ツールなども全国共通のものを準

備すること等も検討すべきであると考えら

れる。 
また、歯科特殊健診が扱う範囲は必ずし

も歯の酸蝕症に限定されるわけではなく、

口内炎や咳、嘔吐などを生じる化学物質等

の影響にも目を向ける必要がある 14）。口腔
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領域の疾病や症状に対する業務起因性をし

っかり判断するためにも、歯科特殊健診の

マニュアルには作業管理や作業環境管理を

含めた職場巡視についても収載すべきであ

ると考えられる。 
 
 
E.結論 
 都道府県歯科医師会および一部郡市区歯

科医師会を対象に歯科特殊健診の実施に関

する質問紙調査を行った。 
2023 年 10 月から、歯またはその支持組

織に有害な業務があるすべての事業場は、

所轄労働基準監督署長に歯科特殊健診の結

果を報告することが義務化された。それに

ともない、都道府県歯科医師会や郡市区歯

科医師会に対して、事業場から歯科特殊健

診の実施に関する問い合わせが増加してい

た。今まで歯科特殊健診の結果を労働基準

監督署長に報告する義務がなかった小規模

事業場を中心に、今後は歯科特殊健診の依

頼が増加する可能性が考えられる。小規模

事業場の歯科特殊健診に関しては、有所見

率や作業管理・作業環境管理の実態等も含

めて未知の部分が多く、都道府県歯科医師

会・郡市区歯科医師会が各事業場における

歯科特殊健診を確実に実施できる体制を早

急に整備し、小規模事業場の歯科特殊健診

結果も早期に把握する必要性が考えられた。 
 また、歯科医師会からの要望として、「歯

科特殊健診は法定であり、全国的に統一し

た方法や診断基準で実施されるべきである」

という旨の意見があげられており、歯科特

殊健診のマニュアルや健診票、教育ツール

に関して全国共通のものを準備し、歯科特

殊健診の実施内容の均てん化を図ることも

検討すべきである。 
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別紙 1．都道府県及び一部郡市区歯科医師会の歯科特殊健診の質問紙 
 
最初に都道府県または郡市区歯科医師会名、連絡先のご記入をお願いいたし

ます。該当箇所に☑をいただくか、（   ）内への記載をお願いします。電子
媒体での記入の場合、自由記載欄で記載しきれない場合は、改行していただいて
さしつかえありません。 
 
歯科医師会名            歯科医師会 
連 絡 先   電 話 番 号                     
        e-mail address                      
                担当課・担当者名                   
 
１．貴歯科医師会で、事業場における有害な業務に従事する労働者に対する歯科
医師による健康診断（以降、歯科特殊健診とする）の実施または実施予定があ
りますか？ 
□１）はい  ⇒２の設問へ 
□２）いいえ ⇒２０以降の設問へ 

 
２．貴歯科医師会で、事業場における有害な業務に従事する労働者に対する歯科
医師による健康診断（以後、歯科特殊健診とする）を担当している事業場を把
握していますか？ 
□１）歯科医師会として全く把握していない（個人で実施している） 
□２）歯科医師会として全て把握している 
□３）歯科医師会として一部把握している 

 
３．（この設問は、２．で②、③と回答された場合のみ、回答してください） 

貴歯科医師会として把握している事業場数はいくつですか？ 
                  （       ）事業場 

 
４．貴歯科医師会で担当している事業場の規模の内訳（数）を回答してください。 

□１）従業員数 50名以上  （      ）事業場 
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□２）従業員数 50名未満  （      ）事業場  
 
□３）わからない      （      ）事業場   
 

５．貴歯科医師会で、歯科特殊健診を担当している事業場は、どのような業種で
すか？該当する業種に○をつけてください。（複数回答可） 
なお、可能な場合、業種の詳細について、わかる範囲でご回答ください。 

   □１）農業・林業、□２）漁業、□３）鉱業，採石業，砂利採取業、□４）

建設業、□５）製造業、□６）電気・ガス・熱供給・水道業、□７）情報通

信業、□８）運輸業，郵便業、□９）卸売・小売業、□１０）金融・保険業、

□１１）不動産業，物品賃貸業、１２）学術研究，専門・技術サービス業、

□１３）宿泊業，飲食サービス業、□１４）生活関連サービス業，娯楽業、 

□１５）教育・学習支援業、□１６）医療，福祉、□１７）複合サービス事

業、□１８） サービス業（他に分類されないもの）、□１９）公務（他に

分類されるものを除く）、□２０） 分類不能の産業、 □２１）わからな

い 

 
業種の詳細（可能な場合、記載してください） 

(                                                                         
) 
 
 
６．貴歯科医師会で担当している事業場で使われている有害物質について、主な
物質を選んでください。（複数回答可） 

その他の有害物質がある場合は、物質名の記載をお願いします。 
□１）塩酸、□２）硝酸、□３）硫酸、□４）亜硫酸、□５）フッ化水素、 
□６）その他（具体的に：       
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） 
７．貴歯科医師会の会員で、日本歯科医師会主催の産業歯科医研修会の修了者数
は何名ですか？ 
   （      名） 
 
 
８．貴歯科医師会の会員で、日本歯科医師会主催の産業医学講習会の修了者数は
何名ですか？ 
   （      名） 
 
 
９．貴歯科医師会の会員で、労働衛生コンサルタント数は何名ですか？ 

（      名） 
 
 
 
１０．貴歯科医師会の会員から歯科特殊健診を依頼できる歯科医師はいます
か？ 

いる場合は何名いますか。 
□１）はい （      ）名     
□２）いいえ 

 
 
１１．貴歯科医師会には、歯科特殊健診用のマニュアルがありますか？なお、作
成している場合、可能であれば、一部を郵送いただければ幸いです。 

□１）はい 
□２）いいえ 

 
１２．貴歯科医師会では、都道府県歯科医師会で作成した歯科特殊健診用の問診

票を使用していますか？ 
□１）はい 
□２）いいえ 
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１３．貴歯科医師会では、歯科特殊健診の報酬や申込み方法等についての資料

(パンフレット等)を準備していますか？ 
 □１）はい 
□２）いいえ 

 
１４．貴歯科医師会に歯科特殊健診に関する照会が来たときには、誰がどのよう

に 対応していますか？ 
１）制度や一般的な実施内容についての照会： 

 
 

２）具体的な個別事例についての照会： 
 
 
１５．貴歯科医師会で歯科特殊健診に関する研修会を主催または共催していま
すか？ 

□１）はい（事業場での研修を含む） 
□２）はい（事業場での研修は含まない） 
□３）いいえ 

 
１６ 貴歯科医師会では、特殊健診を実施するにあたって、以下の項目で留意し

ていることがありますか。該当する場合はすべてチェックをお願いいたし
ます。 
□ １）特殊健診対象者の業務内容の聞き取り 
□ ２）特殊健診対象者の生活習慣・環境の聞き取り 
□ ３）事業所の作業環境管理（局所排気装置の状況等） 
□ ４）特殊健診対象者の手袋、マスク等の保護具の使用状況の把握 
□ ５）職場巡視の実施 
□ ６ ） そ の 他

（                            ） 
１７．歯科特殊健診を行った際の有所見率（本調査においては、疑い、軽度も含
めてください）はどの程度であると考えていますか？   
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□１）ほとんどない（１％未満） 
 □２）１％～５％未満 
 □３）５％～１０％未満 
 □４）１０～２０％未満 
□５）２０～３０％未満 
□６）３０～５０％未満 
□７）５０％以上 

 
１８．(公社)日本歯科医師会監修の「歯科医のための産業保健入門」第７版 P78、

第 8 版 P88に掲載されている「歯の酸蝕症」の基準を以下に示します。 
 

±  E 0 エナメル質表面の軽度腐食(欠損)あるいは疑問型 

第１度 E 1 欠損がエナメル質内にとどまるもの 

第２度 E 2 欠損が象牙質に達しているもの 

第３度 E 3 欠損が歯髄または歯髄近くまで及んだもの 

第４度 E 4 歯冠部が大きく（またはおよそ２／３以上）欠損したもの 

 
歯の酸蝕症の健診を依頼された場合、この診断基準で行っていますか？ 
異なる基準を使っている場合には、その内容を具体的に書いてください。
該当部分の写しを添付いただいてもさしつかえありません。 

□１）この基準のとおり行っている 
□２）この基準の表現を一部修正して行っている（ 
 
                               
） 
□３）別の基準で行っている。 
（ 

                              
） 

 
 
１９．歯科特殊健診後の事後措置について、留意されている点があれば記載して

ください。 
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  （歯科特殊健診の対象者、事業場への対応など） 
  （                

                 
） 
 
 
 
 
 
２０．貴歯科医師会は、以下の公的機関と何でも相談できる関係にありますか。 

〇都道府県労働局   □１）はい □２）いいえ 
  〇労働基準監督署（市区町村に聞く場合） □１）はい □２）いいえ 
  〇産業保健総合支援センター  □１）はい □２）いいえ 
  〇地域産業保健センター（市区町村に聞く場合）□１）はい □２）いいえ 

〇保  健  所   □１）はい □２）いいえ 
 

２１．歯科特殊健診を実施する際に気になっていること、お困りになっているこ
と、ご意見などがありましたら、自由に記載してください。 

 （ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                          
） 
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別紙 2．都道府県歯科医師会からの回答 

 

回答数 はい いいえ

47 27 20

100.0 57.4 42.6

【設問２～設問１９までは、設問１で「はい」と回答した者が集計対象】

回答数

歯科医師
会として全
く把握して

いない

歯科医師
会として全
て把握して

いる

歯科医師
会として一
部把握して

いる

27 3 3 21

100.0 11.1 11.1 77.8

【設問２で「歯科医師会として全て把握している」「歯科医師会として一部把握している」と回答した者が集計対象】

３．貴歯科医師会として把握している事業場数はいくつですか

回答数 平均値 標準偏差 最小値 中央値 最大値

24 23.3 23.5 1 15.5 85

４．貴歯科医師会で担当している事業場の規模別の内訳（複数回答）

回答数
従業員数
50名以上

従業員数
50名未満

わからない

27 14 14 16

100.0 51.9 51.9 59.3

４．貴歯科医師会で担当している事業場の規模別の事業場数

回答数 平均値 標準偏差 最小値 中央値 最大値

14 5.7 5.7 1 4 17

14 16.7 21.8 1 9 80

9 11.9 9.2 2 11 27

※無回答は除外して算出

５．貴歯科医師会で、歯科特殊健診を担当している事業場は、どのような業種ですか（複数回答）

回答数 農業・林業 漁業
鉱業・採石
業・砂利採

取業
建設業 製造業

電気・ガス・
熱供給・水

道業

情報通信
業

運輸業・郵
便業

卸売・小売
業

金融・保険
業

不動産業・
物品賃貸

業

27 0 0 6 6 23 11 0 1 2 0 0

100.0 0.0 0.0 22.2 22.2 85.2 40.7 0.0 3.7 7.4 0.0 0.0

学術研究・
専門・技術
サービス業

宿泊業・飲
食サービス

業

生活関連
サービス

業・娯楽業

教育・学習
支援業

医療・福祉
複合サービ

ス事業

サービス業
（他に分類
されないも

の）

公務（他に
分類される
ものを除く）

分類不能
の産業

わからない

4 1 2 3 2 0 2 2 1 5

14.8 3.7 7.4 11.1 7.4 0.0 7.4 7.4 3.7 18.5

１．貴歯科医師会で、事業場における有害な業務に従事する労働者に対する歯科医師による健康診断（以降、歯科特殊健診とする）の実施または実施
予定がありますか

２．貴歯科医師会で、事業場における有害な業務に従事する労働者に対する歯科医師による健康診断（以後、歯科特殊健診とする）を担当している事業
場を把握していますか

歯科医師会として把握している事業場数

歯科医師会で担当して
いる事業場の規模別の

事業場数

１）従業員数50名以上

２）従業員数50名未満

３）わからない
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５．業種の詳細

６．貴歯科医師会で担当している事業場で使われている有害物質について、主な物質を選んでください（複数回答）

回答数 塩酸 硝酸 硫酸 亜硫酸 フッ化水素 その他 無回答

27 22 21 24 10 15 10 1

100.0 81.5 77.8 88.9 37.0 55.6 37.0 3.7

７．貴歯科医師会の会員で、日本歯科医師会主催の産業歯科医研修会の修了者数は何名ですか

回答数 平均値 標準偏差 最小値 中央値 最大値

23 215.6 173.1 13 170 584

※「不明・把握していない」と回答した者は4件、無回答の者は0件であり、これらは平均算出から除外

８．貴歯科医師会の会員で、日本歯科医師会主催の産業医学講習会の修了者数は何名ですか

回答数 平均値 標準偏差 最小値 中央値 最大値

17 38.2 46.9 0 12 163

※「不明・把握していない」と回答した者は8件、無回答の者は2件であり、これらは平均算出から除外

９．貴歯科医師会の会員で、労働衛生コンサルタント数は何名ですか

回答数 平均値 標準偏差 最小値 中央値 最大値

20 5.7 7.1 0 2.5 24

※「不明・把握してない」と回答した者は5件、無回答の者は2件であり、これらは平均算出から除外

１０．貴歯科医師会の会員から歯科特殊健診を依頼できる歯科医師はいますか

回答数 はい いいえ 無回答

27 27 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0

１０－１．歯科特殊健診を依頼できる歯科医師数

回答数 平均値 標準偏差 最小値 中央値 最大値

17 122.5 155.1 4 61 560

※「不明・把握してない」と回答した者は6件、無回答の者は4件であり、これらは平均算出から除外

日本歯科医師会主催の産業医学講習会の修了
者数

労働衛生コンサルタント数

歯科特殊健診を依頼できる歯科医師数

産業廃棄物処理業者、水道局、精密機器製造業者など

上下水道局、汚濁再生場、半導体、ハンドル、猟銃等の部品製造、海洋深層水飲料製造、海底コア研究所、炭酸カルシウム製造、ダム作業所、警察
（科学捜査研究所）

上記のほか「下水道施設維持管理」など

製薬会社、農薬等を取り扱っている会社

日本歯科医師会主催の産業歯科医研修会の修
了者数
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１１．貴歯科医師会には、歯科特殊健診用のマニュアルがありますか

回答数 はい いいえ

27 16 11

100.0 59.3 40.7

１２．貴歯科医師会では、都道府県歯科医師会で作成した歯科特殊健診用の問診票を使用していますか

回答数 はい いいえ

27 23 4

100.0 85.2 14.8

１３．貴歯科医師会では、歯科特殊健診の報酬や申込み方法等についての資料(パンフレット等)を準備していますか

回答数 はい いいえ

27 11 16

100.0 40.7 59.3

１４．貴歯科医師会に歯科特殊健診に関する照会が来たときには、誰がどのように対応していますか

１）制度や一般的な実施内容についての照会

事務局が対応

担当理事が回答作成し事務局で対応

担当理事が対応

県歯科保健協会を紹介

本会事務局にて対応

本会担当より電話にて説明

事務局が対応

事務局で対応できない場合は公衆衛生担当理事が対応している

事務局で必要事項を確認したうえで担当役員に相談

事務担当者（必要に応じて役員、労働局に相談）

担当事務職員（歯科衛生士）が対応し説明を行うが、必要に応じて担当役員に確認を行い回答している

担当役員、担当事務員がTEL対応

担当役員および担当

事務局

事務局が電話対応している

事務局がマニュアルを見ながら対応

事務局職員

事務局職員が電話や郵送で照会、事務局で不明な点は役員に問合せ、回答しています

事務局で照会を受け、専務理事、地域保健担当役員でその都度、相談の上対応している

業務課職員対応、必要に応じて担当理事に照会

県歯科医師会が郡市区歯科医師会窓口へ案内

県歯事務局

県歯事務局

歯科保健センター、県歯事務局を窓口とし、全ての照会事項は産業歯科委員会に報告され照会・協議し県歯地域保健部の確認のもとで対応している

事業局
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２）具体的な個別事例についての照会

１５．貴歯科医師会で歯科特殊健診に関する研修会を主催または共催していますか

回答数
はい（事業
場での研修

を含む）

はい（事業
場での研修
は含まな

い）

いいえ

27 2 11 14

100.0 7.4 40.7 51.9

１６ 貴歯科医師会では、特殊健診を実施するにあたって、以下の項目で留意していることがありますか（複数回答）

回答数

特殊健診
対象者の
業務内容

の聞き取り

特殊健診
対象者の

生活習慣・
環境の聞き

取り

事業所の
作業環境

管理（局所
排気装置

の状況等）

特殊健診
対象者の
手袋、マス
ク等の保護
具の使用
状況の把

握

職場巡視
の実施

その他 無回答

27 22 17 16 17 12 5 3

100.0 81.5 63.0 59.3 63.0 44.4 18.5 11.1

１７．歯科特殊健診を行った際の有所見率（本調査においては、疑い、軽度も含めてください）はどの程度であると考えていますか

回答数
ほとんどな
い（1%未

満）

1%～5%未
満

5%～10%未
満

10～20%未
満

20～30%未
満

30～50%未
満

50%以上 無回答

27 25 1 0 0 0 0 0 1

100.0 92.6 3.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.7

事務局から会員へ

担当理事が回答作成し事務局で対応。健診依頼の場合は、近隣郡市歯科医師会から健診先を紹介

担当理事が対応

地域保健部　理事、成人産業保健委員会　委員長

県歯科保健協会を紹介

申し込み後、歯科医院もしくは地区に本会担当より健診依頼

事務局が対応

担当事務職員（歯科衛生士）が対応し説明を行うが、必要に応じて担当役員に確認を行い回答している

担当役員、担当事務員がTEL対応

担当役員および担当

担当役員に確認の上、対応

担当理事

担当理事

事務局がマニュアルを見ながら対応

事務局職員が電話や郵送で照会、事務局で不明な点は役員に問合せ、回答しています

事務担当者（必要に応じて役員、労働局に相談）

事務局で対応できない場合は公衆衛生担当理事が対応している

事務局で必要事項を確認したうえで担当役員に相談

担当県歯理事

業務課職員対応、必要に応じて担当理事に照会

県歯科医師会が郡市区歯科医師会窓口へ案内

県歯事務局

産業口腔保健統括マネージャーに連絡し対応いただいている

歯科保健センター、県歯事務局を窓口とし、全ての照会事項は産業歯科委員会に報告され照会・協議し県歯地域保健部の確認のもとで対応している



87 
 

１８．歯の酸蝕症の健診を依頼された場合、以下の診断基準で行っていますか

回答数
この基準の
とおり行っ

ている

この基準の
表現を一部
修正して

行っている

別の基準で
行っている

27 23 3 1

100.0 85.2 11.1 3.7

１９．歯科特殊健診後の事後措置について、留意されている点があれば記載して下さい

２０．貴歯科医師会は、以下の公的機関と何でも相談できる関係にありますか

回答数 はい いいえ 無回答

47 21 24 2

100.0 44.7 51.1 4.3

47 13 31 3

100.0 27.7 66.0 6.4

47 26 19 2

100.0 55.3 40.4 4.3

47 13 28 6

100.0 27.7 59.6 12.8

47 30 16 1

100.0 63.8 34.0 2.1

３）産業保健総合支援センター

４）地域産業保健センター（市区町村に聞く場合）

５）保健所

特にありません。今後に関しては検討中です

なし

有所見者があった場合の取り扱いや、報告書作成の励行、指導など

１）都道府県労働局

２）労働基準監督署（市区町村に聞く場合）

産業医との連携

酸蝕症の疑いのある場合、改めて再健診を行う

事業所へ健診結果の報告

実施医療機関に一任しています

障害と業務の因果関係の解明が必要になる

対象者へ年2回の健診を勧めている。特に今までの健診で異常はみられていませんので特別な事後措置はしていませんが、健診結果とともに簡単なが
ら報告書のようなものは事業所に提出しています

一般の保健活動では、健康診断をした後にはその結果に応じた措置（事後措置）を行うが、常勤でない歯科医師が6ヶ月以内ごとに一回だけ関わる健康
診断では教科書的な事後措置はできないので「診断区分」「（意見としての）就業区分」「診査者の意見」およびそれらを総括する歯科医師の意見、「歯科
健康診断結果報告書」をもって事後措置とする

疑い症例がある場合は必ず再調査するよう指導

健康増進に対しては、一般歯科健診も大切である旨の啓発

個人の診断結果を対象者と事業者に報告、全体の診断結果と改善点などの報告書を事業者に提出している

三管理を中心に歯科医師のコメントを対象事業所に連絡する
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２１．歯科特殊健診を実施する際に気になっていること、お困りになっていること、ご意見などがありましたら、自由に記載してください

本会では、産業歯科保健講習会を開催し、本会認定の歯科特殊健康診断登録歯科医（現在８８名）を募り、県予防医学協会より委託を受けて歯科特殊
健康診断を実施しています。登録歯科医院に来院して実施する個別歯科特殊健診と、事業所に登録歯科医を派遣して実施する出張特殊歯科健診の形
式があります。令和３年度、２８登録歯科医院で３１事業所から２４０名の受診者を受け入れ、出張健診では７事業所にのべ３８名の登録歯科医師を派遣
し６９１名を健診しました。予防医学協会を介さない歯科特殊健診は個人での契約となり、本会では把握していませんが、今後問い合わせが増えること
が予想されます。歯科特殊健診のマニュアルを各県任せにするのではなく、歯周病検診マニュアルのように、全国統一したシステムでマニュアルや健診
票が作成されることを期待します。

職場巡視を歯科医師は行い、指導する立場にあるのかを明確に知りたい

法的根拠に基づく健診であるため、日本全国どこで健診が実施されても同等の評価が行われるよう健診項目や健診料などは国で示していただきたい

他都道府県歯科医師会において、以下の料金設定についてお聞きしたい。①歯科特殊健診のみの場合②歯科特殊健診に追加で健康増進型の一般歯
科健診を行う場合③一般歯科健診に追加で歯科特殊健診を行う場合

本県では、県歯に歯科特殊健診の相談・依頼等があった場合には、原則、事業所所在地の該当地区歯科医師会に依頼を行っている

本県では、事業所から歯科特殊健診の問合せがあった際、日本歯科医師会主催の産業歯科医研修会を修了した先生（歯科医療機関）を紹介する形を
とっています

労働安全衛生法が本年10月1日に改正が行われ、事業場の規模に関わらず報告が必要になった関係から50名以下の事業所からも歯科健診の依頼が
ある。事業所の設置されている地域歯科医師会に対応を依頼しているが、健診票や健診料（積算根拠も含めて）を統一してほしい、参考となる資料が欲
しいと依頼されますので、日歯が作成しているマニュアルに健診票や健診料について記載をしていただきたい

当県では、健康診断担当所と提携しており、事業所歯科健康診断の依頼が本会へきております。また、特殊歯科健康診断ガイドブックを本年度に作成を
しております

歯科特殊健診マニュアルを使用し健診を行っておりますが、動画等で実際の症例や注意点などを学べる教材があるとよいと思います。私の行っている事
業所では、現在、巡視を行っていませんが、今後、行うときにどのような事を基準に評価すればいいのか分からず困っています

事業場担当者の認知度が低く、本健診事業の内容、意義などに対する理解度が低いため、周知活動の必要性を痛感している。また、歯科医師会会員
へも同様の周知が必要で、継続して様々な取り組みが必要である

職場巡視に関する詳細な資料などがあれば、参考までにご提供願います

全国共通で使用できる特殊歯科健診票がないため、積極的に会員の先生に実施のお願いができない

当初、情報不足や関連機関との協力体制が整っていないことにより、検診事業が混乱していたため、県歯科医師会では、労働局や関連機関、事業所、
郡市歯科医師会や歯科医師（産業歯科医）とで情報を共有し適切かつ迅速に対応できる環境の整備とその補助を行っています。しかしながら、郡市歯科
医師会において地域格差があるため事業場からの問い合わせを含め歯科特殊検診に関して、迅速かつ適切に対応することが難しいこともあるため、そ
の対策が今後の課題となっています。また対象化学物質による酸蝕症以外の症状にも対応できる検診医並びに環境を整えていきたい

法改正により問い合わせが増加しており、こちらも体制が整っていないことから混乱が生じている。他歯科医師会の手引きや健診料金がわかれば参考
にしたいです

健診依頼の事業所側も産業歯科健診では設問16の内容を踏まえた健診内容であることの認識が薄いように思われる。多くの県歯会員の健診受け入れ
のご協力をいただいているが、ほぼ未実施の医院が大多数なので事業者側と同様に特殊歯科健診の内容をよくご理解いただき、初動で誤りが起きると
継続してしまう危惧があるので、適切な助言、誘導、状況把握をしていかなければいけないと留意している

健診を担当する歯科医師の審査基準、判定の統一が難しい

県歯としての歯科特殊健診事業は始まったばかりでデータが少ない

現場の写真撮影を拒否されること

歯科特殊健診に関して、詳しい先生がおられないため、マニュアル作製等に支障をきたしております

歯科特殊健診の対象となる事業所かどうか（歯科口腔に対しても対象となる有害物質を扱っているかどうか）の問合せがあった場合の対応に困ってい
る。（労働局に問い合わせたが把握していないとのことであった）

会社側があまりよく理解していない。歯科特殊健診と一般歯科健診の差がわかっていない

現在、依頼件数が数件ある状況のため、県歯作成健診票およびマニュアルを作成した。今後はシステム構築について検討予定

現在、都道府県労働局に歯科特殊健診の重要性を働きかけている。価格設定が各企業によってまちまちである


